
令和８年８月６日 

港湾空港局総務課 

第三セクターの経営情報について 

報告対象団体 ひびき灘開発株式会社 

会社概要 

会 社 の 

事 業 概 要 

(１) 廃棄物、浚渫土砂等の埋立処分 

(２) 土地の造成、管理、分譲及び賃貸 

(３) 倉庫等港湾関連施設の建設、管理運営及び賃貸 

(４) 臨海地域開発促進に必要な諸施設の建設及び管理運営 

(５) 公害防除のための施設の建設及び管理運営公共施設の管理運営 

資 本 金 額 1,365,500 千円 

本 市 の 出 資 額 670,000 千円 

本市の出資割合 49.1 ％ 

従 業 員 数 38 人 

営 業 報 告 の 要 点 

受入単価の高い産業廃棄物の割合が減少したことにより、廃棄物処理

収入は、3,497,564 千円（前期比△10.2％）となった。 

土地分譲については、前期は大規模な分譲契約（1,220,893 千円）

があったものの、当期の分譲実績はなかった。 

 当期の総売上高は、3,691,901 千円（前期比△30.4％）となった。 

収支状況 

の 要 点 

当 期 純 利 益 1,126,573 千円 

前年度との比較 

○営業利益は、1,566,211 千円で、 

 前期比△584,242 千円（△27.2%）の減益となった。 

○経常利益は、1,672,429 千円で、 

 前期比△542,982 千円（△24.5%）の減益となった。 

○当期純利益は、1,126,573 千円で、 

 前期比△421,375 千円（△27.2%）の減益となった。 

その他 

(剰余金・欠損金、設備 

投資、資金調達など)  

○当期の設備投資で主なものは次のとおり。 

 ・３号地南側土水路改修工事 

 ・揚錨船塗装工事 

○新規資金調達 なし 

繰 越 利 益 剰 余 金 14,152,954 千円 

株主総会 

令 和 8 年 6 月 29 日 

開 催 

監 査 報 告 
会計監査人及び監査役２名が監査を実施した結果、適法かつ正確であっ

た。 

議 案 

(1) 報告事項 

 ○第５４期（令和７年 4 月 1 日～令和８年 3 月 31 日まで）事業報

告及び計算書類の内容報告の件並びに会計監査人及び監査役会の監

査結果報告の件 

 〇会計監査人１名再任に関する件  

(2) 決議事項 

 〇第１号議案 取締役３名辞任につき後任取締役３名選任に関する件 

 〇第２号議案 監査役１名辞任につき後任監査役１名選任に関する件 

（令和８年３月３１日現在） 

資 料 １ 
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第５４回定時株主総会議案 

 

 

 

 

日  時   令和８年６月２９日（月） １６：３０～ 

 

 

場  所   北九州市小倉北区大門一丁目１番１７号 

         小倉リーセントホテル １階 「ガーデンホール」 

 

議  題  

 

 報告事項 

報告事項１ 第５４期（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）事

業報告及び計算書類の内容報告の件並びに会計監査人

及び監査役会の監査結果報告の件 

報告事項２ 会計監査人１名再任に関する件 

 

 決議事項 

  第１号議案 取締役３名辞任につき後任取締役３名選任に関する件 

第２号議案 監査役１名辞任につき後任監査役１名選任に関する件 

  

 

 

 

 

ひびき灘開発株式会社 
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報告事項概要 

 

報告事項１  第５４期（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）事業報告及

び計算書類の内容報告の件並びに会計監査人及び監査役会の監査結

果報告の件 

 

  第５４期（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）の事業報告、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細

書を作成し、監査役会並びに会計監査人に提出しましたところ、いずれも適

法であるとの監査報告書（別添「第５４期報告書」の監査報告書謄本参照）

の提出がありましたので、会社法第４３９条に基づき別添「第５４期報告書」

のとおり報告いたします。 

 

 

 

 

報告事項２  会計監査人１名再任に関する件 

 

 定款第４１条の定めにより現会計監査人 有限責任監査法人トーマツは、

本総会の終結の時をもって任期満了となりますが、監査役会から、現会計監

査人の再任について決議した旨の通知がありましたことを報告いたします。 
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株主総会参考書類 

 

議案及び参考事項 

 

第１号議案 取締役３名辞任につき後任取締役３名選任に関する件 

 

取締役 岩見一朗氏及び取締役 山下伸一氏より、本総会終結の時をもっ

て辞任したい旨の申し出がありました。つきましては、令和８年２月２８日

付で辞任した取締役 大原滋幸氏の補欠と合わせ、後任の取締役３名の選任

をお願いいたします。なお、選任されます取締役の任期は、当社定款の定め

により、前任者の任期満了の時までとなります。 

 

取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 

番 号 

氏
ふり

      名
がな

 

（生 年 月 日） 
略歴、地位、担当及び他の法人等の代表状況 備考 

１ 
塩
しお

 塚
づか

 博
ひろ

 志
し

 

（昭和３９年１１月２日生） 

昭和６２年４月 北九州市入職 

令和 ６年４月 北九州市保健福祉局総務部長 

令和 ７年４月 北九州市保健福祉局人権推進センター 

蜷田地域交流センター館長 

令和 ８年３月 北九州市退職 

新任 

２ 
浅
あさ

 海
み

 晴
はる

 久
ひさ

 

（昭和４９年３月７日生） 

平成１０年４月 三菱化学㈱（現三菱ケミカル㈱）入社 

令和 ８年３月 三菱ケミカル㈱九州事業所 

企画管理部部長     

新任 

３ 
今
いま

 川
がわ

 卓
たく

 也
や

 

（昭和４４年１月１６日生） 

平成 ３年４月 三井鉱山㈱（現日本コークス工業㈱） 

入社 

令和 ８年６月 日本コークス工業㈱コークス事業部 

北九州事業所所長 

新任 

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

２．浅海晴久氏及び今川卓也氏は、会社法施行規則第 2 条第 3 項第 7 号に定める社外取締役候補 

者であります。 

      ３．塩塚博志氏を取締役候補とした理由は、北九州市の幹部職員としての長年の実務経験から当社会

社経営に適任であると判断したためであります。 

     ４．浅海晴久氏を取締役候補とした理由は、三菱ケミカル㈱の幹部社員としての長年の実務経験から

当社会社経営に適任であると判断したためであります。 

     ５．今川卓也氏を取締役候補とした理由は、日本コークス工業㈱の幹部社員としての長年の実務経験

から当社会社経営に適任であると判断したためであります。 

     ６．選任が承認された場合、候補者との間で、会社法第 430 条の 2 第 1 項第 1 号の費用及び同項第 2 

号の損失を法令の定める範囲内で会社が補償する契約を締結する予定にしております。 

4



 

第２号議案    監査役１名辞任につき後任監査役１名選任に関する件 

 

監査役 吉川武博氏より辞任したい旨の申し出がありましたので、補欠と

して後任の監査役１名の選任をお願いします。本議案に関しましては、監査

役会の同意を得ております。なお、選任されます監査役の任期は、当社定款

の定めにより、前任者の任期満了の時までとなります。 

 

後任の監査役候補者は、次のとおりであります。 

氏
ふり

      名
がな

 

（生 年 月 日） 
略歴、地位、担当及び他の法人等の代表状況 

中
なか

 谷
たに

 幸
こう

 治
じ

 

（昭和４８年２月１５日生） 

平成 ７年 ４月  ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行 

令和 ８年 ４月  ㈱みずほ銀行北九州支店公金部長      

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

２．候補者は会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役候補者であります。 

３．中谷幸治氏を監査役候補者とした理由は、銀行員としての長年の実務経験から会計財務

に関する相当程度の見識を有していると判断したためであります。 

４．第 2 号議案が原案どおり可決されたときは、中谷幸治氏との間で、会社法第 430 条の 2

第 1 項第 1 号の費用及び同項第 2 号の損失を法令の定める範囲内において補償する旨の

契約を締結する予定にしております。 
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[第５４回定時株主総会提供書類] 

 

第５４期 報  告  書 

 

自 令和 ７年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

 

事 業 報 告 

計 算 書 類 

貸 借 対 照 表 

損 益 計 算 書 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

個 別 注 記 表 

会 計 監 査 人 監 査 報 告 書 謄 本 

監 査 役 会 監 査 報 告 書 謄 本 

 

 

 

 

ひびき灘開発株式会社 

代表取締役 田中 規雄 

別 紙 
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第 ５４ 期 

 

事 業 報 告  

 

 
令和 ７年４月 １日から 
令和 ８年３月３１日まで 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ひ び き 灘 開 発 株 式 会 社 
代表取締役 田中 規雄
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事  業  報  告 

 
自 令和 ７年４月 １日 
至 令和 ８年３月３１日 

 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

当期（令和 7 年 4 月 1 日～令和 8年 3月 31 日）におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善を

背景に緩やかな回復基調で推移しました。一方、海外では中東地域をめぐる情勢や米国の通商政策を

めぐる動向、また国内ではエネルギーコストや円安等による原材料価格の高騰により物価上昇の影

響が懸念され、先行きは不透明な状況が続いています。 

日本銀行北九州支店の金融経済概況においては、当社経営に影響を及ぼす鉄鋼業の生産動向は小

幅に増加し、設備投資や公共投資も増加しており、北九州地区の経済は緩やかに回復しています。 

こうした状況のなか、当社の廃棄物処理事業につきましては、排出事業者の再資源化の推進により

産業廃棄物の搬入量が漸減傾向にあることや株主企業のスポット産業廃棄物搬入量の減少及び公共

処分場の産業廃棄物受入制限により搬入量が減少した一方、石炭灰の搬入量が大幅に増加したこと

から、前期を上回る搬入量となりました。 

当期の搬入量は、産業廃棄物・土砂をあわせた自社部門の合計が 789 千トンで、前期より 60 千ト

ン（8％）増加、受託部門は、合計 60 千トンで、前期より 50千トン（46％）減少しました。全体で

は 849 千トンを受入れ、前期より 9千トン（1％）増加しました。 

廃棄物処理収入については 34 億 97 百万円で、産業廃棄物の搬入量は増加したものの、受入単価

の高い産業廃棄物の減少により、前期より 3億 97 百万円（10％）減少しました。 

土地分譲につきましては、前期は大規模な分譲契約が成立し、12億 20 百万円の売却収入がありま

したが、当期の分譲実績はありませんでした。 

また、その他事業収入につきましては、太陽光発電事業の売電収入が 1 億 2 百万円、Ｒ１号倉庫

の賃貸収入が 23 百万円、土地賃貸収入が 68百万円となり、その合計は 1 億 94 百万円で、前期に比

べ 7 百万円（4％）の増加となりました。 

以上により、売上高の合計は 36 億 91 百万円となり、前期に比べ 16 億 10 百万円（30％）減少し

ました。 

費用面では、公共処分場の産業廃棄物受入制限に伴う費用の減少及び販売用土地売上原価の計上

がなかったことなどにより、売上原価は前期より 10 億 74 百万円（37％）減少しました。 

経常利益は 16億 72 百万円となり、前期より 5億 42 百万円（25％）減少しました。 

以上の結果、当期純利益は 11億 26 百万円となり、前期より 4 億 21 百万円（27％）減少し、前期

比において減収減益となりました。 
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区   分 
搬 入 量（トン） 金   額（千円） 

第 53 期 第 54 期 前期比 第 53 期 第 54 期 前期比 

廃
棄
物
処
理
収
入 

自

社 

産業廃棄物 728,685 782,577 +7％ 3,319,881 3,218,747 -3％ 

土   砂 396 7,181 +1,813％％ 2,689 35,584 +1,323％ 

計 729,082 789,759 +8％ 3,322,570 3,254,332 -2％ 

受

託 

産業廃棄物 56,678 10,294 -82％ 395,191 56,115 -86％ 

土   砂 368 － -100％ 1,479 － -100％ 

一般廃棄物 53,652 49,720 -7％ 175,912 187,116 +6％ 

計 110,698 60,015 -46％ 572,583 243,232 -58％ 

合  計 839,780 849,774 +1％ 3,895,153 3,497,564 -10％ 

販売用土地売上高  － －  － 1,220,893 － -100％ 

その他事業収入 － －  － 186,589 194,337 +4％ 

売 上 高 合 計 － －  － 5,302,635 3,691,901 -30％ 

自社の土砂搬入量には無料分（第 53 期は 0 トン、第 54 期は 1,804 トン）は含んでおりません。受

託の土砂搬入量には無料分（第 53 期は 2,047 トン、第 54 期は 125 トン）は含んでおりません。な

お、ＪＰ響灘３号地共同埋立事業の当期末までの埋立進捗状況は、計画容量 5,456 千㎥の 31％とな

っています。また、響灘西部３号地嵩上事業の当期末までの埋立進捗状況は、計画容量 4,742 千㎥の

22％（響灘西部 3 号地全体計画容量 8,418 千㎥に対し 56％）となっております。 

 

（２）設備投資等の状況 

当期中において実施した設備投資等の主なものは次のとおりであります。 

３号地南側土水路改修工事             13,159 千円  

揚錨船塗装工事                  7,594 千円  

 

（３）資金調達の状況 

必要資金は全額を自己資金により賄いました。 

 

（４）対処すべき課題 

激変する経営環境の変化に柔軟に対応し持続的な企業価値の向上を図るため、幅広い視野と長期

的視点にたった戦略的企業経営に取り組みます。 
・市内企業等の生産活動を支えていくため、適正かつ計画的な廃棄物の受入管理や安全安心な埋

立管理を徹底し、地域の環境保全に万全を期した処分場運営を行います。 
・インフレ経済が定着化するなか、様々な価格の見直しを検討し、持続的事業運営に向けた財務

基盤を強化して将来の大規模投資を見据えた計画的な資金確保を図ります。 
・北九州市と連携を図りながら響灘西地区の活性化に向けた企業誘致を図るとともに、物流事業

者等との戦略的パートナーシップによる付加価値の高い土地の利活用を推進します。 
・組織と社員のエンゲージメントの向上や経営的視点を持った次世代リーダーの育成など人的資

本経営を一層推し進めます。 
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株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げま

す。 

 

（５）財産及び損益の状況の推移 

区        分 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和 7年度 

第 51 期 第 52 期 第 53 期 第 54 期 

売上高（千円） 

経常利益（千円） 

当期純利益（千円） 

一株当たり当期純利益（円） 

純資産（千円） 

総資産（千円） 

3,606,508 

1,200,677 

990,861 

362.82 

16,436,881 

17,463,803 

4,538,999 

1,801,667 

1,210,930 

443.40 

17,645,255 

18,914,817 

5,302,635 

2,215,411 

1,547,948 

566.80 

19,105,582 

20,315,360 

3,691,901 

1,672,429 

1,126,573 

412.51 

20,101,248 

21,005,236 

 

（６）主要な事業内容 

響灘地区における廃棄物処理事業 

響灘地区における土地の造成分譲事業 

 

（７）主要な事業所 

 

 

（８）従業員の状況 

区  分 従業員数 対前期末増減 平均年齢 平均勤続年数 

男  子 

女  子 

２９名 

９名 

１名増 

５名減 

５０．８歳 

４８．１歳 

１５．２年 

８．３年 

計又は平均 ３８名 ４名減 ５０．２歳 １３．８年 

（注）上記の従業員数には嘱託等１６名が含まれております。 

 

（９）主要な借入先及び借入額 

    記載すべき該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

名 称 所 在 地 

本 社 北 九 州 市 若 松 区 

響 灘 事 業 所 北 九 州 市 若 松 区 
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２．株式会社の株式に関する事項 

（１）発行済株式の総数          

      2,731 千株 

 

（２）当期末株主数               

12 名 

 

（３）大株主の状況 

株  主  名 持 株 数 議決権比率 

北 九 州 市 1,340 千株 49.06 ％ 

福 岡 県 55  2.01  

日 本 製 鉄 ㈱ 322  11.79  

Ａ Ｇ Ｃ ㈱ 161  5.89  

三 菱 ケ ミ カ ル ㈱ 161  5.89  

電 源 開 発 ㈱ 161  5.89  

日 本 コ ー ク ス 工 業 ㈱ 161  5.89  

出 光 興 産 ㈱ 161  5.89  

日 産 自 動 車 ㈱ 161  5.89  

黒 崎 播 磨 ㈱ 24  0.87  

㈱ み ず ほ 銀 行 12  0.43  

㈱ 福 岡 銀 行 12  0.43  
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３．会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の氏名等 

役     職 担当または主な兼職状況 氏    名 

代表取締役社長 

代表取締役専務 

常 務 取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

 

取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

 

取 締 役 

 

 

常 勤 監 査 役 

監 査 役 

監 査 役 

 

 

 

事業部担当 

北九州市港湾空港局長 

北九州市環境局長 

北九州市産業経済局 企業誘致・農林水産 

担当理事 

日本製鉄㈱九州製鉄所 総務部長 

ＡＧＣ㈱北九州事業所 事業所長 

電源開発㈱若松総合事業所 所長補佐 

兼若松研究所 所長補佐 

日本コークス工業㈱ コークス事業部 

北九州事業所長 

 

 

㈱福岡銀行北九州本部 副本部長 

㈱みずほ銀行北九州支店 公金部長 

 

田 中 規 雄 

岩 見 一 朗 

中 村 健 一 

倉 富 樹一郎 

木 下 孝 則 

山 口 博 由 

 

久 田 裕 彦 

佐 伯 理一朗 

吉 田 州 伸 

 

山 下 伸 一 

 

 

河 合 勝 彦      

林 田 知 起 

吉 川 武 博 

 

（注１）監査役３名は全員、会社法第２条第１６号に定める社外監査役であります。 

（注２）令和７年４月４日の臨時株主総会（書面決議）において、久田裕彦氏が新たに取締役に選任

され就任いたしました。 

（注３）取締役柴田泰平氏は、令和７年６月２７日の第５３回定時株主総会終結の時をもって任期満

了により退任いたしました。 

  （注４）令和７年６月２７日の第５３回定時株主総会において、田中規雄氏、岩見一朗氏、中村健一

氏、佐溝圭太郎氏、木下孝則氏、山口博由氏、久田裕彦氏、佐伯理一朗氏、大原滋幸氏、吉田

州伸氏、山下伸一氏の１１名が新たに取締役に選任され就任いたしました。また、同日開催の

取締役会において、取締役田中規雄氏が代表取締役社長に、同岩見一朗氏が代表取締役専務

に、同中村健一氏が常務取締役に選任され就任いたしました。 

（注５）監査役黒﨑吉宏氏は、令和７年６月２７日の第５３回定時株主総会をもって辞任し、同日、

林田知起氏が監査役に選任され就任いたしました。 

（注６）取締役佐溝圭太郎氏は、令和７年６月３０日辞任により退任いたしました。 

（注７）令和７年７月９日の臨時株主総会（書面決議）において、倉富樹一郎氏が新たに取締役に選

任され就任いたしました。 

（注８）取締役大原滋幸氏は、令和８年２月２８日辞任により退任いたしました。 
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（２）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額 

     取締役 3名     27,922 千円 

     監査役 1名      5,208 千円 

     （注）上記の報酬額には、当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額 550 千円が含まれて

おります。 

 

 

４．会計監査人の状況 

（１）会計監査人の名称 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 （２）報酬等の額 

     会計監査人の報酬等の額  6,000 千円 

      （注）監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況や 

        報酬見積もりの算出根拠等を確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等 

につき、会社法第 399 条第 1 項の同意を行なっております。 

 

 （３）会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

    監査役会は、会計監査人が会社法第 340 条第 1項各号に該当すると認められる場合 

   は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会 

   が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任 

   した旨およびその理由を報告いたします。 

    また、上記の場合のほか、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必 

   要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関 

   する議案の内容を決定いたします。 
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

   当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会で決議した事項は次のとおりであります。 

 

内部統制システムの基本方針 

 

   当社は、社会から信頼される企業の実現、企業価値の継続的な向上を目指すうえで、 

  会社法第 362 条及び会社法施行規則第 100 条に基づき、以下のとおり当社の業務の適 

  正を確保するための体制（以下「内部統制」という）を整備します。 

   なお、整備の後は、これを適切に運用するとともに、当システムの継続的改善に努 

  めます。 

 

  １．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

   （１）取締役会は、定款及び取締役会規則等の規程に基づき、経営上の重要事項につ 

     いて決定を行い、又は報告を受ける。 

   （２）取締役は、取締役会における決定事項に基づき、各々の職務執行を行い、その 

     状況を取締役会に報告する。 

 

  ２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

   （１）文書規程に従い、取締役会議事録をはじめとする取締役の職務執行に係る情報 

     を文書又は電磁的媒体（以下、「文書等」という）に記録し、適切に保存する。 

      なお、これらの文書等について、取締役及び監査役が常時閲覧できるようにする。 

   （２）財務情報等の重要な情報についても、法令に定める方法のほか情報公開規程に 

     基づき、適切に開示できるよう努める。 

 

  ３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

   （１）各部長は、自部門における業務遂行上のリスクの把握・評価（リスクの洗い出 

     し）を行い、そのリスクの軽減等に取り組む。この取組みにあたっては、それぞ 

     れの担当部署が自律的に、安全衛生、環境・防災、情報管理及び廃棄物受入管理 

     及び財務報告の信頼性等の面から、リスクチェックを行ったうえで、各々に関連 

     する範囲で作業標準書・作業安全基準に代表される現規程の再チェックや、作業 

     マニュアル等の作成を行い、その提案を受けた総務部が、現規程の改正及び必要 

     な新規程の作成・整備等、全社的な対応を行う。 

   （２）新たなリスクが生じた場合及び重要な事項については直ちに常務会及び取締役 

     会に報告し、必要な場合は対応責任者となる取締役を定める。 
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

   （１）廃棄物受入事業や土地分譲事業に係る事業計画、経営戦略及び設備投資等の重 

     要な個別執行事項については、経営会議及び常務会等の審議を経て、取締役会に 

     おいて執行決定を行う。取締役会での決定に基づく業務執行は、代表取締役をは 

     じめとする各取締役及び各部長等が遂行する。 

   （２）業務分掌規程において各部門の業務内容、責任を明記し、各部門を統括管理す 

     る取締役からの指揮命令系統を明確化する。 

 

  ５．従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

   （１）従業員は、法令及び規程を遵守し、適正に業務を行う義務を負う。当義務を履 

     行しない従業員については、就業規則に基づき懲戒処分する。 

   （２）各部長は、自部門において法令及び規程の遵守・徹底を図り、業務上の法令違 

     反行為を未然に防止することなど、自律的にマネジメントを行うことに努めると 

     ともに、法令違反のおそれがある場合には、すみやかに総務部に報告する。報告 

     を受けた総務部は、担当取締役の指示に基づき、状況の改善や違反防止策を制定 

     する等必要な措置を講ずる。 

   （３）重要な事項については、直ちに常務会及び取締役会に報告する。 

 

  ６．当会社及びその企業集団における業務の適正を確保するための体制 

   （１）当社は、子会社等から定期的または必要に応じて営業状況及び財務状況等につ 

     いて報告を受ける。 

   （２）当社は、子会社等の経営に重大な影響を与えるリスクが発生する恐れがある場 

     合には、子会社等と連携し迅速かつ適切に対応する。 

   （３）子会社等の事業運営に関する重要な事項については、当社の承認を必要とする 

     ほか、特に重要な事項については当社取締役会に付議する。 

   （４）子会社等の取締役等の執行機関にも当社の内部通報規程を準用し、法令違反等 

     の不正行為の早期発見と是正を図る。 

 

  ７．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員 

   に関する事項及び当該従業員の取締役からの独立性に関する事項 

   （１）監査役の職務を補助する従業員については必要に応じて取締役と監査役との協 

     議のうえ選任し、当該従業員は、合理的な範囲で監査役を補助するものとする。 

   （２）監査役の求めによる当該従業員の職務執行等については、取締役の指揮命令を 

     受けないものとする。 

   （３）当該従業員の人事異動、人事評価、懲戒処分については、取締役と監査役との 

     協議のうえ実施するものとする。 
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８．取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す 

   る体制及びその他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

   （１）取締役及び従業員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があること 

     を発見したときには、直ちに監査役に報告する。この際、これらの報告をした者 

     に対し、内部通報に関する規程等に基づき、報告したことを理由とする不利な取 

     扱いを行わない。 

   （２）常勤監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取 

     締役会のほか経営会議などの重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その 

     他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は従業員にその 

   説明を求めることとする。 

   （３）監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、意見 

     及び情報の交換を行うなど連携を図る。 

   （４）監査役の職務執行上必要と認められる費用については、会社が負担する。 

 

  ９．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

    当社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初から、 

   その基本方針に基づき具体的な取り組みを行うとともに、内部統制システムの整備及 

   び運用状況について、継続的にモニタリングを実施し、安全衛生委員会、環境管理委 

   員会にその内容を報告し、重要事項については、常務会及び取締役会に報告しており 

   ます。また、モニタリングの結果判明した問題点につきましては、是正措置を講じ、 

   継続的な改善と運用に努めております。 

 

（本事業報告に記載の数値は、表示単位未満を切捨てて表示しております。） 
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第　５４　期

計　　算　　書　　類

令和　７年４月　１日から
令和　８年３月３１日まで

ひ び き 灘 開 発 株 式 会 社
代 表 取 締 役   田　中　規　雄
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円 円

流　動　資　産 12,001,330,533 474,312,238

現 金 及 び 預 金 7,278,966,451 55,078,991

売 掛 金 283,767,096 79,527,548

販 売 用 土 地 2,969,589,807 231,232,774

仕 掛 土 地 1,449,091,245 40,201,400

そ の 他 19,915,934 40,410,326

18,963,720

8,897,479

固　定　資　産 9,003,906,161 429,676,109

（有形固定資産） (3,906,155,960) 146,364,881

建 物 297,704,067 2,200,000

構 築 物 1,796,447,747 199,606,428

機 械 及 び 装 置 116,785,716 81,504,800

船 舶 452,602,591

工 具 器 具 備 品 25,076,884 903,988,347

土 地 1,215,824,955

建 設 仮 勘 定 1,714,000

（無形固定資産） (21,863,643) 円

ソ フ ト ウ ェ ア 16,981,832 20,327,663,033

そ の 他 4,881,811 1,365,500,000

（投資その他の資産） (5,075,886,558) 18,962,163,033

投 資 有 価 証 券 3,570,915,001 18,962,163,033

関 係 会 社 出 資 金 51,000,000 特定災害防止準備金 809,208,782

長 期 貸 付 金 118,078,687 別 途 積 立 金 4,000,000,000

特定災害防止準備積立金 1,325,465,000 繰 越 利 益 剰 余 金 14,152,954,251

そ の 他 128,506,557 △ 226,414,686

貸 倒 引 当 金 △ 118,078,687 △ 226,414,686

20,101,248,347

資 産 合 計 21,005,236,694 21,005,236,694負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

流　動　負　債

令和　８年３月３１日

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

科　　　　　　　目 金　　　　　額 科　　　　　　　目

株　主　資　本

   その他利益剰余金

　利 益 剰 余 金

　資　本　金

固　定　負　債

純　　資　　産　　の　　部

金　　　　　額

そ の 他

繰 延 税 金 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負 債 合 計

貸　　借　　対　　照　　表

未 払 金

買 掛 金

金　　　　　額

賞 与 引 当 金

前 受 金

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

退 職 給 付 引 当 金

未 払 法 人 税 等

そ の 他

未 払 消 費 税 等

科　　　　　　　目
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円 円

3,497,564,327

194,337,358 3,691,901,685

1,743,523,368

69,812,762 1,813,336,130

1,878,565,555

312,354,431

1,566,211,124

9,381,780

35,309,494

760,362

61,005,976 106,457,612

88,357

151,083 239,440

1,672,429,296

1,672,429,296

526,249,863

19,606,419 545,856,282

1,126,573,014

損　　益　　計　　算　　書

自　令和　７年４月　１日

至　令和　８年３月３１日

金　　　　　　　　　　　　額

販売費及び一般管理費

そ の 他 事 業 原 価

売 上 高

売 上 原 価

廃 棄 物 処 理 原 価

廃 棄 物 処 理 収 入

有 価 証 券 利 息

雑 損 失

雑 収 益

法人税、住民税及び事業税

営 業 外 費 用

固 定 資 産 除 却 損

法 人 税 等 調 整 額

そ の 他 事 業 収 入

科　　　　　　　　　　　　　目

当 期 純 利 益

経 常 利 益

営 業 利 益

売 上 総 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
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（単位：円）

特定災害防止準備金 別途積立金 繰越利益剰余金

1,365,500,000 794,188,763 4,000,000,000 13,041,401,256 17,835,590,019 19,201,090,019

15,020,019 △ 15,020,019 ― ― 

1,126,573,014 1,126,573,014 1,126,573,014

― 15,020,019 ― 1,111,552,995 1,126,573,014 1,126,573,014

1,365,500,000 809,208,782 4,000,000,000 14,152,954,251 18,962,163,033 20,327,663,033

△ 95,507,586 △ 95,507,586 19,105,582,433

― 

1,126,573,014

△ 130,907,100 △ 130,907,100 △ 130,907,100

△ 130,907,100 △ 130,907,100 995,665,914

△ 226,414,686 △ 226,414,686 20,101,248,347

株主資本

評価・換算差額等

純資産合計

資本金

特 定 災 害 防 止 準 備 金 の 積 立

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の当期変動額
（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計

利益剰余金

株主資本合計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

特 定 災 害 防 止 準 備 金 の 積 立

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の当期変動額
（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

株主資本等変動計算書

自　令和　７年４月　１日

至　令和　８年３月３１日

当 期 末 残 高

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額
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個 別 注 記 表 
. 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社出資金 

 移動平均法による原価法 

 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産・・・・・定率法  ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法を採用しております。 

 

②無形固定資産・・・・・定額法 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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②賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち当期負担

相当額を計上しております。 

  

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を

計上しております。なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計

算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

  

④役員退職慰労引当

金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

 

（５）収益及び費用の計上基準 

廃棄物に係る収益は、顧客との廃棄物等の埋立処分に関する委託契約書に基づいて埋立処

分の実施を行う履行義務を負っております。当該履行義務は、埋立処分が完了した時点で

充足される履行義務であり、廃棄物搬入後、処分完了までの期間は短いことから、搬入し

た時点で収益を認識しております。 

 

土地販売に係る収益は、顧客との不動産売買契約書に基づいて土地を引き渡す履行義務を

負っております。当該履行義務は、土地が引き渡される一時点で充足されるものであり、

当該引き渡し時点において収益を認識しております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額        

       3,913,205,561 円  

 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分したものを除く） 

短期金銭債務 323,700 円 

 

（３）前受金のうち、契約負債の金額 

31,125,800 円 
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３．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

 売上高  3,932,865 円 

  

 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

  発行済株式の種類及び数 

普通株式  2,731,000 株 

 

 

５．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

    繰延税金資産                 

      棚卸資産評価減         279,107,500 円 

      減損損失            471,210,339 円 

      減価償却超過額        124,699,200 円 

      退職給付引当金          45,812,207 円 

      その他             166,168,695 円 

    繰延税金資産小計        1,086,997,941 円 

    評価性引当額           △917,925,550 円 

    繰延税金資産合計          169,072,391 円 

    繰延税金負債 

      特定災害防止準備金      △368,678,819 円 

    繰延税金負債合計        △368,678,819 円 

    繰延税金負債の純額         △199,606,428 円 
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６．金融商品に関する注記 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産（債券・預金）で運用しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

令和 8 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。 

（単位：円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 有価証券及び 

投資有価証券 
3,570,915,000 3,570,915,000 ― 

(2)長期貸付金（※１） 
118,078,687 

△118,078,687 
― ― 

(3)特定災害防止準備積立

金 
1,325,465,000 1,325,465,000 ― 

（※1）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税等」、「未払消費税等」に

ついては、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであることか

ら、記載を省略しております。 
(1)有価証券及び投資有価証券 

これらの時価について、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。 

(2)長期貸付金 

時価については、財務内容を勘案し、個別に引当金の計上を行っているため、貸倒見

積高を控除した金額をもって時価としております。 

(3)特定災害防止準備積立金 

特定災害防止準備積立金は、廃棄物最終処分場に係る埋立処分終了後における維持管

理を適正に行うため、都道府県知事が通知した金銭を独立行政法人環境再生保全機構

に積み立てることを義務付けられた維持管理積立金です。 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」は当該積立金に利息を付すことを定めており、

かつ、積立金自体は埋立処分終了後に維持管理を行う場合等には取り戻すことができ

ることから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと判断し、当該帳簿価額によっております。 
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（注２） 

非上場株式（貸借対照表計上額 1 円）及び関係会社出資金（貸借対照表計上額 51,000,000

円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることができないため、

上記時価の注記には含めておりません。 

 

 

７．賃貸等不動産に関する注記 

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、響灘地区において、賃貸用の倉庫及び遊休土地を有しております。 

 

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項 

（単位：円） 

貸借対照表計上額 時価 

995,614,946 2,503,288,363 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した 

金額であります。 

（注２）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額

（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 

 主要株主との取引  

（単位：円） 

種類 名称 

議決

権の

所有

割合 

関連当事者と

の関係 

取引の 

内容 
取 引 金 額 科  目 期 末 残 高 

主 要

株 主 

北 九

州 市 

49.06

％ 

 

響灘廃棄物処

分場及び響灘

西地区廃棄物

処分場での処

分に関する契

約書に基づく

廃棄物の処分 

処分料の

納入 

（注 1） 

13,569,166 買 掛 金 14,926,082 

業 務 受 託 

一般廃棄

物の埋立

処分等業

務（注 1） 

187,116,919 売 掛 金 46,451,417 

日 本

製 鉄

株 式

会 社 

11.79

％ 

埋立処分に関

する業務受託 

産業廃棄

物等の埋

立処分業

務（注 2） 

706,790,367 売 掛 金 73,385,660 

（注１） 経費その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が北九州市に対して希望価格を提示

し、価格交渉の上で決定しております。 

（注２） 日本製鉄株式会社との産業廃棄物の埋立処分業務に関する価格は、当社との協議により

決定しております。 
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９．収益認識に関する注記 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり

ます。 
 

 

１０．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額    7,360 円 39 銭 

（２）１株当たり当期純利益    412 円 51 銭 

 

 

１１．その他の注記 

（１）流動資産の「仕掛土地」は、埋立完了後販売可能な状態に至るまでの取得原価を処理する

勘定であり、公有水面埋立権の取得価額、廃棄物埋立処分終了時の護岸の未償却残高、地盤

改良、道路設置、区画割等の造成に要する費用、その他造成に直接要する人件費その他の経

費を処理する勘定であります。 
 
（２）投資その他の資産の「特定災害防止準備積立金」は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

に基づき、当社が埋立処分の終了までの期間にわたって毎期一定額積立を求められる金額を

処理する勘定であります。当該積立金の使用については、処分場の維持管理費用である旨の

事前申請等、上記法律による一定の要件が定められています。 
なお、維持管理積立金として積み立てた金額に相当する金額以下の金額を「特定災害防止

準備金」として積み立てたときは、その積立金は、所得の金額の計算上、損金の額に算入さ

れます（租税特別措置法第 56 条）。 
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